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機械式駐車装置の分類①

機械式駐車装置は 主たる機構と構造により分類され 駐車場として利用する土地機械式駐車装置は、主たる機構と構造により分類され、駐車場として利用する土地
の広狭等の状況、経済性などの様々な条件を考慮して選択・設置される。

○機械式駐車装置の分類 ① 垂直循環方式○機械式駐車装置の分類

① 垂直循環方式
② 多層循環方式

① 垂直循環方式

自動車を駐車させる多数の搬器を垂直面内に円形又は長円形に
配置し、連続循環移動させる方式

装置内に自動車の方向を転換させるターンテーブルが内蔵されたも

③ 水平循環方式
④ エレベータ方式
⑤ エレベータ・スライド方式

装置内に自動車の方向を転換させるタ ンテ ブルが内蔵されたも
のや、複数の装置を縦列又は横列に配置して一つの装置としたもの
が存在する。

⑤ タ ライ 方式
⑥ 平面往復方式
⑦ 二段方式・多段方式
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機械式駐車装置の分類②

② 多層循環方式

多数の搬器を２層またはそれ以上に配置し、上下の
層で循環移動する方式であり、さらに次の２方式に

③ 水平循環方式

多数の搬器を平面的に２列またはそれ以上に配列し、階
層状は１層またはそれ以上に配置し、水平面で循環また

分類される

・円形循環式

搬器を一列２層に配置し、その２層間の両端で搬器

は移動する方式であり、さらに次の２方式に分類される

・連結式
搬器が連結して移動するもの

が円形に昇降して連続循環が行われるもの

・箱型循環式

搬器を一列２層またはそれ以上に配置し、任意の２
層間の両端で搬器が垂直に昇降し、断続循環移動

・分離式
搬器が個別に移動できるもの

が行われるもの
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機械式駐車装置の分類③

駐車室と昇降装置、搬送装置等との組み合わせで
立体的に構成される方式であり、さらに次の３方式

⑤ エレベータ・スライド方式④ エレベータ方式

駐車室と昇降装置、搬送装置等との組み合わせで
立体的に構成され、昇降装置が昇降と同時に水平

に分類される
・縦式
昇降装置の前後方向に駐車室を設けるもの
・横式

装
移動する方式であり、さらに次の２方式に分類される
・縦式
昇降装置の前後方向に駐車室を設けるもの
・横式

昇降装置の左右方向に駐車室を設けるもの
・旋回式
昇降装置の円周上に駐車室を設けるもの

昇降装置の左右方向に駐車室を設けるもの
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機械式駐車装置の分類④

駐車室を平面上に１列または複数列に配列し、階層状は
１層またはそれ以上に配置して、搬送装置または搬器の

⑦ 二段方式・多段方式⑥ 平面往復方式

搬器を２段または３段以上に配置し搬送する方式であり、
さらに次の２方式に分類される装

往復移動により駐車を行う方式であり、さらに次の２方式
に分類される。
・縦式
搬送装置または搬器の前後方向に駐車室を設けるもの

・昇降式

搬器が１段のみで昇降する場合と、２段、３段以上で昇降
するもの
・昇降横行式

・横式
搬送装置または搬器の左右方向に駐車室を設けるもの

搬器が昇降および横行する組合せによるもの

昇降式 昇降横行式平面往復方式（横式）
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機械式駐車装置の普及状況

○機械式駐車装置の出荷 設置実績は 平成２５年３月末時点の累計で○機械式駐車装置の出荷・設置実績は、平成２５年３月末時点の累計で、
設置基数 約54万基、設置台数 約287万台となっている。

○装置種類別では、二段方式・多段方式の合計で全体の約65％を占めている。

機械式駐車装置出荷・設置台数 機械式駐車装置設置台数（装置種類別）

出荷台数 累積設置台数 機械式駐車場設置実績（装置種類別）
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出典：立体駐車場工業会への加盟企業からの報告に基づき作成



○ 駐車場法施行令は 一般公共の用に供する500㎡以上の路外駐車場について 構造及び設備の基準を規定

機械式駐車装置に関する駐車場法上の取り扱い（大臣認定制度） ①

駐車場法

○ 駐車場法施行令は、 般公共の用に供する500㎡以上の路外駐車場について、構造及び設備の基準を規定。

○ 機械式駐車装置については、駐車場法施行令第15条に基づき、「特殊の装置」として国土交通大臣が個別に認定。

路外駐車場（一般公共の用に供する駐車場）で、自動車の駐車のための部分の面積が500㎡以上のものの構造
及び設備は、建築基準法その他の法令の規定によるほか、同法施行令に定める技術的基準による。

第11条 構造及び設備の基準

第7条 （自動車の出口及び入口に関する技術的基準）

駐車場法施行令
第2章 路外駐車場 第1節 構造及び設備の基準

第7条 （自動車の出口及び入口に関する技術的基準）
第8条 （車路に関する技術的基準）
第9条 （駐車の用に供する部分の高さ）
第10条 （避難階段）
第11条 （防火区間）

主に自走式駐車場を想定。機械式駐車
装置に適用することが困難。

第11条 （防火区間）
第12条 （換気装置）
第13条 （照明装置）
第14条 （警報装置）

第15条 （特殊の装置）

この節の規定は、その予想しない特殊の装置を用いる路
外駐車場については、国土交通大臣がその装置がこの節
の規定による構造又は設備と同等以上の効力があると認

各地方整備局長等を通じて国土交通
大臣に「認定申請書」を提出し、技術的
基準と同等以上の効力があると認めら
れた機械式駐車装置には 技術的基の規定による構造又は設備と同等以上の効力があると認

める場合においては、適用しない。

れた機械式駐車装置には、技術的基
準が適用されない（大臣認定制度）。

※ 認定基準に機械装置の安全性は含
まれていない。 6



駐車場法第11条（技術基準）の適用範囲

【利用形態】

時間貸し利用 月極利用

一般公共利用 専用的利用

所有者利用

【利用形態】

時間貸し利用 月極利用
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機械式駐車装置が使用される

駐車場法第11条（技術基準）の適用範囲
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駐車場法施行令第15条の認定基準について（昭和43年都市局長通達）（抜粋）

駐車場法施行令 第７条～第１４条 認定基準（二段方式の場合）

第7条 （自動車の出口及び入口）関係
本条の規定による。

第8条 （車路）関係
本条の規定による。

第7条 （自動車の出口及び入口）
（略）

第8条 （車路）
（略）

第9条 （駐車の用に供する部分の高さ）関係
駐車の用に供する部分の高さは、1.8メートル以上とする。ただし、駐車

の用に供する部分で人の立ち入らないものについては、駐車の用に供す
る部分の高さを1.6メートル以上とすることができる。

第9条 （駐車の用に供する部分の高さ）

建築物である路外駐車場の自動車の駐車の用に供する部分のはり下の高さは、
2.1メートル以上でなければならない。

第10条 （避難階段）関係
本条の規定による避難階段は、これを設けないことができる。

第10条 （避難階段）

建築物である路外駐車場において、直接地上へ通ずる出入口のある階以外の階に
自動車の駐車の用に供する部分を設けるときは、建築基準法施行令 （昭和二十五
年政令第三百三十八号）第百二十三条第一項 若しくは第二項 に規定する避難階段
又はこれに代る設備を設けなければならない。

第11条 （防火区画）関係
本条の規定による。

第11条 （防火区画）

建築物である路外駐車場に給油所その他の火災の危険のある施設を附置する場
合においては、当該施設と当該路外駐車場とを耐火構造（建築基準法第二条第七号

に規定する耐火構造をいう。）の壁又は特定防火設備（建築基準法施行令第百十二
条第一項 に規定する特定防火設備をいう。）によつて区画しなければならない。

第12条 （換気装置）関係

本条の規定による換気装置は、これを設けないことができる。ただし、車
路が建築物である場合においては当該車路の部分については本条の規
定による。

条第 項 規定する特定防火設備を う。） 区画 なけれ な な 。

第12条 （換気装置）

建築物である路外駐車場には、その内部の空気を一時間につき十回以上直接外
気と交換する能力を有する換気装置を設けなければならない。ただし、窓その他の開
口部を有する階でその開口部の換気に有効な部分の面積がその階の床面積の十分
の一以上であるものについては この限りでない

第13条 （照明装置）関係

駐車場利用者がその保管を委託しようとする自動車を、特殊装置の駐車
の用に供する部分に乗り入れる場合においては、当該部分については２
ルックス以上の照度を保つこと。

の一以上であるものについては、この限りでない。

第13条 （照明装置）

建築物である路外駐車場には、次の各号に定める照度を保つために必要な照明装
置を設けなければならない。
一 自動車の車路の路面 十ルツクス以上
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第14条 （警報装置）関係
本条の規定による。

二 自動車の駐車の用に供する部分の床面 二ルツクス以上

第14条 （警報装置）

建築物である路外駐車場には、自動車の出入及び道路交通の安全を確保するた
めに必要な警報装置を設けなければならない。



○ 平成12年度まで、「駐車場法施行令第15条の認定基準について」（昭和43年建設省都再発第53号）に基づき、機械

機械式駐車装置に関する駐車場法上の取り扱い（大臣認定制度） ②

度 、 駐 場法 令第 条 認定 準 」 昭 建設 都 発第 号 、機械

式駐車装置に関する大臣認定に際して、（社）立体駐車場工業会に対して安全性に関する審査業務を委託。

○ 「公益法人に対する検査等の委託に関する基準」（平成8年閣議決定）において、公益法人に対して検査等の委託を

行う場合には法令の根拠が必要とされたことから、平成13年度に大臣認定の基準から安全性に係る事項を削除する通

達 直 安全性 審 自 審

国土交通大臣

達見直しを行い、安全性に関する審査は工業会による自主審査へ移行。

駐車場法施行令第15条に基づく審査
～平成12年度 駐車場法施行令第15条の認定基準について（通達）

（ ） 特殊装置 安全性国土交通大臣

認定申請

認定

安全性に関する
審査依頼

安全性に関する
審査報告

（5） 特殊装置の安全性

特殊装置は、駐車場利用者がその保管を委託しよ
うとする自動車を円滑かつ安全に保管するものでな
ければならない。

※ 平成13年4月に上記条項を削除

申 請 者
（社）立体駐車場

工業会

審査報告

国土交通大臣 （社）立体駐車場

業界団体としての自主審査
平成13年度～ 駐車場法施行令第15条に基づく審査

国土交通大臣
（地方整備局長等）

認定申請 認定

（社）立体駐車場
工業会

認定申請 認定

申 請 者 申 請 者
9



○ （社）立体駐車場工業会は 審査委託が廃止された平成13年度以降も引き続き 機械式駐車装置の信頼性の維持

機械式駐車装置の安全性等に関する立体駐車場工業会の認定制度

○ （社）立体駐車場工業会は、審査委託が廃止された平成13年度以降も引き続き、機械式駐車装置の信頼性の維持

向上を図る観点から、装置の安全性等に関する審査を実施し、工業会として認定。

○ 工業会では認定審査の基準となる「機械式駐車場技術基準」を定め、一般にも公表。

機械式駐車場技術基準・同解説 （公益社団法人 立体駐車場工業会）

第1章 総合編

第2章 設置基準編

第3章 構造基準編
3.1 主旨
3.2 出入口付近および自動車の乗降室の構造第2章 設置基準編

2.1 主旨
2.2 円滑性の基準
2.3 出入口付近
2 4 発券機 精算機

3.2 出入口付近および自動車の乗降室の構造
3.3 搬器の床先と出入口の床先および駐車室

の床先との寸法
3.4 駐車室の構造
3 5 搬器の構造 形状 段差等2.4 発券機・精算機

2.5 駐車装置と建屋の余裕寸法
2.6 駐車装置内の配管等
2.7 自動車転落防止

3.5 搬器の構造、形状、段差等
3.6 安全装置
3.7 構造部分の設計基準
3.8 機械部分の設計基準2.7 自動車転落防止

2.8 付随設備
3.8 機械部分の設計基準

第4章 管理基準編
第5章 バリアフリー対応基準編
第6章 自動二輪対応基準編第6章 自動二輪対応基準編
第7章 補足
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立体駐車場工業会会員企業（36社)

事故等発生時の対応フロー

場 員 )

報告
(72時間以内)

（報告対象）

①人身事故（医療行為を行った全ての事故、建設中、保守点
検作業中も含む）

②車両落下、パレット落下、外装板落下等の落下、損傷事故
（地震時を含む）
③閉じ込め事故

( )
③閉じ込め事故
④火災等による消防隊の出動や警察の出動があった時

⑤機械式駐車場の不具合で公共施設（電気、ガス、水道、通
信等）への影響を与えた時

⑥上記以外で、工業会および製造者が報告の必要性がある
と判断した時（ヒヤリハット含む）

立体駐車場工業会 安全管理委員会事務局

報告

（報告対象）
①被害者が死亡、重傷（全治30日以上）又は後遺症の被害を負う人損事故）
②火災事故など、他の駐車場において同様の事案が生じうる物損事故

※その他の事故等についても四半期毎に概要情報を報告

警察庁消費者庁
国土交通省都市局

現地調査等に関す
る連絡・調整

消費者安全法
に基づく通知

※その他の事故等についても四半期毎に概要情報を報告

警察庁消費者庁
国土交通省都市局
街路交通施設課

連絡
（死亡事故等の場合）

連絡 報告

都道府県警
地方整備局
建政部都市整備課等

連携連携

消費者庁

現地調査平
成
24
年
度
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都道府県警
建政部都市整備課等

消費者庁

※立体駐車場工業会、製造メーカー、管理会社等
とともに事故の発生状況等に関する情報を収集
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事故等の発生状況①

○2007年6月～2013年9月に立体駐車場工業会が会員各社から報告を受けた事象（以下、○2007年6月 2013年9月に立体駐車場工業会が会員各社から報告を受けた事象（以下、
「報告事象」という。）205件のうち、一般利用者の利用中に発生したものは190件。

○一般利用者等の死亡・重傷に至った事故は24件。

公益社団法人 立体駐車場工業会が会員各社から報告を受ける事象

①人身事故（医療行為を行った全ての事故、建設中、保守点検作業中も含む）
②車両落下 パレット落下 外装板落下等の落下 損傷事故（地震時を含む）②車両落下、パレット落下、外装板落下等の落下、損傷事故（地震時を含む）
③閉じ込め事故
④火災等による消防隊の出動や警察の出動があった時
⑤機械式駐車場の不具合で公共施設（電気、ガス、水道、通信等）への影響を与えた時⑤機 気 響
⑥上記以外で、工業会および製造者が報告の必要性があると判断した時（ヒヤリハット含む）

H19年度 1（0）

一般利用者等の死傷事故件数の推移

H19年度 1（0）

H20年度 5（1）

H21年度 2（1）

H22年度 5（1）H22年度 5（1）

H23年度 2（1）

H24年度 8（4）

H25年度（4～9月） 1（1）

12出典：立体駐車場工業会への加盟企業からの報告に基づき作成

合計 24（9）

※ 括弧内は死亡事故件数



事故等の発生状況②

○報告事象190件のうち 「装置内に人がいる状態で機械が作動」した事象が105件で○報告事象190件のうち、「装置内に人がいる状態で機械が作動」した事象が105件で、
全体の半数を超える。

○一般利用者等の死亡・重傷に至った事故24件のうち、「装置内に人がいる状態で機械
が作動した」事象が9件で約4割を占める

120 （件）

が作動した」事象が9件で約4割を占める。

事故等の発生状況

10

80 

100 

105

40

60 

０無傷

20 

40  Ⅰ軽傷
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N=190

出典：立体駐車場工業会への加盟企業からの報告に基づき作成



事故等の発生状況③

○報告事象の主な発生要因としては 「無人確認不足 「機械 電気の不良 劣化 「障害○報告事象の主な発生要因としては、「無人確認不足」「機械・電気の不良、劣化」「障害
物」などが多い。

○「装置内に人がいる状態で機械が作動」した事象の主な発生要因は、「無人確認不
足」が約８割を占める足」が約８割を占める。

報告事象の主な発生要因

無人 機械・電気の 危険源への 不適切な 不適切な 収容車 制御設定無人
確認不足

機械・電気の
不良、劣化

障害物
危険源への
接近

不適切な
自動車運転

不適切な
操作

外部侵入
収容車
制限超過

制御設定
の不備

その他 合計

車両の入出庫時の衝突 2 12 14

人の乗降・歩行時の転倒・落下 1 16 5 1 23

装置内に人がいる状態で機械が作動 88 3 6 5 2 1 105

作動中の装置に侵入・接触 7 1 8

車両もしくはパレットが作動中に落下 8 1 1 1 11車両もしくはパレットが作動中に落下 8 1 1 1 11

パレットが作動中に傾き 7 7

車両・パレット等機械装置が作動中に接触 2 2 2 6

装置の非常停止 5 1 2 2 10装置の非常停止 5 1 2 2 10

その他 1 1 1 3 6

合計 88 29 16 13 13 12 6 5 4 4 190

14

出典：立体駐車場工業会への加盟企業からの報告に基づき作成



事故等の発生状況④

報告事象 約 割 お 発生 る○報告事象の約４割はマンションにおいて発生している。

駐車場 途 報告事象件数 駐車場 途 報告事象件数割合駐車場用途別報告事象件数 駐車場用途別報告事象件数割合

その他

2％

駐車場用途分類 報告事象件数 用途報告内容

マンション 46件マンション駐車場

N=118

等

商業施設等

時間貸等

9％

8％

月極駐車場 21件月極駐車場

事務所等 29件会社専用駐車場、テナント用

商業施設等 11件商業施設（デパート、ホテル 等）

マンション等

39％

9％

商 設 、

時間貸 9件時間貸

その他 2件来客用

事務所等

24％

合計 118件 月極駐車場等

18％

出典：立体駐車場工業会への加盟企業からの報告に基づき作成
（駐車場用途が不明なものを除く） 15



機械式立体駐車場の利用者アンケート①

○自家用車の車庫として 機械式駐車装置を使用している方の約４割は 何らかの危険を○自家用車の車庫として、機械式駐車装置を使用している方の約４割は、何らかの危険を
感じており、主な危険の内容としては、「足元のすきま」といった構造や「子供が遊んでい
る」といった状況が挙げられている。

危険を感じ危険を感じ

ることがあ

る

37 2%特にない 37.2%
62.8%

危険と感じた事例危険性の認識危険性の認識

機械式立体駐車場を使用している、東京都に在住する20歳以上の男女500人へのWebアンケート

16出典：「機械式立体駐車場の安全な使用に関する調査」（東京都生活文化局）

機械式立体駐車場を使用している、東京都に在住する20歳以上の男女500人へのWebアンケ ト
※回答者属性（戸建13人、集合住宅487人）
※自家用車の駐車場としての使用を対象。商用施設などでの一時的な使用は除く



機械式立体駐車場の利用者アンケート②

○機械式立体駐車場の使用開始にあたり 「取扱説明書の配布と実際に操作しながら説明○機械式立体駐車場の使用開始にあたり、「取扱説明書の配布と実際に操作しながら説明
を受けた」使用者は、約２割にとどまる。

○機械式立体駐車場の不便さとしては、「操作時間の長さ」や「複数利用者が同時使用でき
ない」など使用時に要する時間的制約が多く挙げられているない」など使用時に要する時間的制約が多く挙げられている。

○安全対策である「ゲート」や「チェーン」の開閉作業を不便に思う人が２割いる。

操作方法の説明方法

17出典：「機械式立体駐車場の安全な使用に関する調査」（東京都生活文化局）

不便に思うこと



事故の再発防止に向けた取組①

18



事故の再発防止に向けた取組②
国都街第87号

平成24年8月23日平成24年8月23日

各都道府県及び各政令指定都市
駐車場担当部局長 殿
住宅担当部局長（マンション担当） 殿住宅担当部局長（マンション担当） 殿

国土交通省都市局街路交通施設課長

機械式立体駐車場の適正利用の周知及び安全対策の強化の呼びかけについて

最近、大阪府茨木市で機械式立体駐車場の利用者のお子様がパレットと梁の間に身体を挟まれて死亡した
事故（本年4月2日） 岩手県花巻市で利用者のお子様が機械に身体を挟まれて死亡した事故（本年7月23日）事故（本年4月2日）、岩手県花巻市で利用者のお子様が機械に身体を挟まれて死亡した事故（本年7月23日）

等の痛ましい事故が機械式立体駐車場において発生していることから、国土交通省では本日、機械式立体駐
車場の使用に関する注意喚起文書を別添のとおり消費者庁及び公益社団法人立体駐車場工業会とともに公
表しました。 また、今回の公表に際しては、立体駐車場工業会による機械式立体駐車場の安全対策の強化
についても別添のとおり公表が行われています 国土交通省としては 安全対策の強化が既存の機械式立体についても別添のとおり公表が行われています。国土交通省としては、安全対策の強化が既存の機械式立体
駐車場についても実施されるよう、所有者・管理者等に呼びかけを行いたいと考えています。

ついては、貴管内の機械式立体駐車場が設置されている公共駐車場、路外駐車場、附置義務駐車施設、マ
ンション等の所有者・管理者に対し、機械式立体駐車場の適正利用を周知するとともに、安全対策の強化の実
施について呼びかけを行っていただきますようお願いします施について呼びかけを行っていただきますようお願いします。

貴管内市町村（政令指定都市を除く。）に対しても、上記の取組みを依頼していただきますようお願いします。

本件に関しては 別途 消費者庁からは消費者政策担当部局に対し 適正利用の周知を行っています 必要本件に関しては、別途、消費者庁からは消費者政策担当部局に対し、適正利用の周知を行っています。必要
に応じ、当該部局と連携・協力頂きますようお願いいたします。

なお、当課からマンション管理会社等の全国団体に対して、別添のとおり依頼していることを申し添えます。 19



事故の再発防止に向けた取組③

「機械式立体駐車場の安全対策の強化について」（概要）機械式立体駐車場の安全対策の強化について」（概要）
（平成24年8月23日 公益社団法人 立体駐車場工業会）

１．昇降・ピット式駐車場については、新たに整備するものについて、乗り込み面はチェ
ンを廃止し 前面ゲ トを設置する また 既存の駐車場に いても同様の措置を駐ーンを廃止し、前面ゲートを設置する。また、既存の駐車場についても同様の措置を駐

車場管理者等に要請する。仮に、前面ゲートの設置が困難な場合は、侵入検知センサー
を要請する。

２．エレベータ方式駐車場については、新たに整備するものについて、人感センサーの設２． レ タ方式駐車場については、新たに整備するものについて、人感センサ の設
置を必須とする。既存の駐車場についても同様の措置を駐車場管理者等に要請する。

20



機械安全に関する国際規格（ISO12100）

○ 機械類の安全性に関しては、その体系の根幹となる国際規格として、ISO12100が2003年11月に発行され、それに○ 機械類の安全性に関しては、その体系の根幹となる国際規格として、ISO12100が2003年11月に発行され、それに

対応する国内規格としてJIS B 9700が2004年11月に発行された。

○ 本規格では、リスクアセスメントに基づいた判断により、保護方策（3ステップメソッド）を講じることとされている。

リスクアセスメント 設計者によって講じられる保護方策リスクアセスメント

スタート
機械類の制限の決定

（使用上の制限、空間上の制限、時間上の制限）

ステップ１： 本質的安全設計保護方策
① 設計上の各種処置方法を適切に選択し、出来る限り多く
の危険源の生成を防止し、低減する方法

設計者によって講じられる保護方策

危険源の同定
（機械によって引き起こされる可能性のある

② 危険区域への侵入の必要性を低減することにより危険源
へさらされる機会を制限する方法

ステップ２： 安全防護及び付加保護方策
種々の危険源を同定）

リスクの見積り

ステップ２： 安全防護及び付加保護方策
① ガード（危険な箇所への接近防止策）
② 保護装置（機械の危険な動作を停止させる方策（センサー等））
③ 付加保護方策（非常停止等）

リスク分析

リスクの見積り
（個々の危険源についてリスクの大きさを算定）

ステップ３： 使用上の情報
（信号及び警報装置／表示、標識（絵文字）、警告文／附属文書）

リスクの評価
（リスク低減目標を達成したか判断） 意図したリスクの低減は

達成されたか？

No

YesY

リスクは適切に
低減されたか？

他の危険源を生じるか？完 了 Yes
No

YesYes

No

21



製造物責任法（PL法）

製品に起因する事故 被害者が製造業者に対して損害賠償を請求するためには

○被害者は、製品の欠陥を立証すればよい（PL法：民法の特則）
－製造業者の過失を立証する必要がない

大量生産・大量消費の現代社会においては、消費者に提供される製品が高度化・複
雑化し、消費者と製造業者の間で情報や危険回避能力の格差が拡大

民事責任ルール変更の背景

雑化し、消費者と製造業者の間で情報や危険回避能力の格差が拡大

・ 製造物－「製造又は加工された動産」として、不動産を除く広い範囲を包括

基本的な要件

・ 欠陥－「当該製造物が通常有すべき安全性を欠いていること」
○製造上の欠陥
○設計上 欠陥○設計上の欠陥
○指示・警告上の欠陥

製造業者等 「当該製造物を業として製造 加工又は輸入した者・ 製造業者等－「当該製造物を業として製造、加工又は輸入した者、
当該製造物に製造業者と誤認させるような氏名等の表示をした者」等

22



○カラオケ店の客が、エレベーター方式立体駐車装置のパレット上に車を停止させ棟内から出る前

債務不履行責任（民法）

○カラオケ店の客が、エレ タ 方式立体駐車装置のパレット上に車を停止させ棟内から出る前
に、カラオケ店従業員が装置を作動させたため、転倒しパレットと壁面の支柱との間に頭部を挟ま
れ、脳挫傷（ざしょう）により死亡した。

民法 第四百十五条（債務不履行による損害賠償）民法 第四百十五条（債務不履行による損害賠償）

債務者がその債務の本旨に従った履行をしないときは、債権者は、これによって生じた損害の賠償
を請求することができる。債務者の責めに帰すべき事由によって履行をすることができなくなったとき
も、同様とする。

原告 カラオケボックス経営会社
被告 立体駐車装置製造販売会社

（事案の概要）

被告から立体駐車装置を購入した原告が、車の方向を
変えるための同装置内のパレット（車載台）の回転に 被告 立体駐車装置製造販売会社

提訴日 平成12年6月16日
裁判所 福岡地裁 小倉支部
判決日 平成14年10月29日

変えるための同装置内のパレット（車載台）の回転に
よって死亡事故が発生したことにつき、同装置には必要
な人的センサがないなどの欠陥がある上に、被告が同
装置販売時にその旨の説明をしなかったなどとして、製
造物責任法及び売買契約上の債務不履行責任（説明

判決日 平成14年10月29日
結果 認容額1,392万円（確定）

（債務不履行責任を肯定。製造物責
任については判断せず）

造物責任法及び売買契約上の債務不履行責任（説明
義務違反）に基づき、原告が上記死亡事故の被害者の
相続人らに支払った和解金等の損害賠償及び遅延損
害金の支払を求めた事案。害金の支払を求めた事案。

（争点に対する判断）

被告が説明義務を尽くしていれば、原告が本件装置にパッシングセンサを設置する旨表明し、同セ
ンサ設置によ て本件事故を防止した蓋然性があると認めることができる したが て 被告は 原ンサ設置によって本件事故を防止した蓋然性があると認めることができる。したがって、被告は、原
告に対し、売買契約上の債務不履行責任に基づき、本件事故によって生じた原告の損害を賠償す
べき義務があるというべきである。
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